
建築的土地利用と非建築的土地利用のバランス
のとれた一体的な土地利用のあり方（その１） 

我が国都市計画のゾーニングシステムの特徴 

建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのとれた
一体的な土地利用へのアプローチのイメージ（例） 

 ・「空間のリサイクル」 
 ・都市施設と土地利用の融合的取組（駐車場） 
 ・同 （緑地保全・創出） 
 ・統合キャップ＆トレード 
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項  目 説 明  

我が国都市計画のゾーニングシステムの特徴  ※議論の前提として整理 

○都市の土地利用のコントロールに対する都市計 
 画の中核的な手段として、「ゾーニングシステム」 
 が位置付けられ、これを活用し、主に詳細化の方 
 向で制度改善が積み重ねられてきた。 

●「ゾーニングシステム」とは、我が国の都市計画制度においては、特定の明確な 
 目的から、ひとまとまりの区域（ゾーン）を設定し、その区域内の共通的性格を前 
 提とした均質的な一定の規制を設定するもの。 

 ※都市計画に、即地的な「区域」は必須の概念となっている。 

 ※本来、「都市計画」概念と規制制度はイコールではないが、我が国においては、 
  法律制度上は、規制との直結が都市計画の定義（国土計画等との相違）に関 
  わるものとなっている。 

・土地利用に関する法定都市計画制度の特徴 ●制度に、以下のような特徴。 

① 主として、建築物・建築行為に着目した計画内容（規制設定）に対応したゾー  
  ニング。 

   開発許可も、建築的土地利用を前提。建築行為規制と併せて、木竹伐採や 
  物件堆積といった非建築的土地利用行為が規制される例はあるが、純粋に建 
  築行為がない場合の非建築的土地利用自体を対象とした規制は存在しない。 
  （規制の対象行為と担保手段が設定しにくい面がある。） 

② 建築行為等の制限又は建築行為を行おうとする場合の基準適合を求める 
 受動的規制。 

   旺盛な建築活動のコントロールが主たる対象であったこと等から、土地の有 
  効利用等の作為を求める規制には謙抑的。（積極規制の担保手段に限界。） 

③ 公平な取扱を重視。 

   即地性が薄く土地利用の可変性の余地を確保する量的な規制内容につい 
  ては一定率を区域全体均一に適用する傾向。 
   また、混在より純化、小さな単位より比較的大きなまとまりを、それぞれ優越 
  する傾向。 

 ※一律的な計画内容（規制）を修正する方向性が「詳細化」（制度的に差異化）。 

１ 

（建築的土地利用、建築行為を重視） 

（受動的な規制） 

（公平性重視・均一な取扱い） 



項  目 説 明 

・ゾーニングと規制設定のタイプ 

Ｗ 
Ｘ 

Ｙ 
Ｚ 

Ｘ 
Ｘ 

Ｘ 
Ｘ 

「Ａ」 その場所の特性にふさわしい段階的な規制内 
    容・水準の設定（「分類的」なゾーニング） 

「Ｃ」 区域を特定して、ある区域のために、それ以外 
    の区域に規制を設定 
    （「反射的」なゾーニング） 

「Ｂ」 一定の目的から、区域を特定して、区域内にふさ 
    わしい規制内容・水準を設定 
    （「抽出的」なゾーニング） 

典型：用途地域 

●いわゆるユークリッド型ないしニューサンスゾーニングに対応する、「用途相互 
 間の相互干渉や外部不経済を排除・緩和するために一定の区域内について、用 
 途・機能を配分配置し、それぞれに応じた、立地を含む規制内容を設定するもの」 

 ※立地規制は、論理的には当該ゾーニングにおける特定対象の建築禁止を含 
  むという重みがあるもの。体系性・一貫性が必要（第３回資料３スライド５ *1）。 

用途地域以外の地域地区
全般 

●非ユークリッド型ゾーニング（インセンティブゾーニング等）に対応する、「特定の 
 目的の対象に照らしふさわしい区域を選定し、目的実現のため必要な規制内容 
 を定めるもの」 

 ※都市計画的な関心が区域内に向けられている。 

 ※目的の特定の度合が高く、規制強度が厳しいものは、カバーする面積が限定 
  される傾向。 

 ※都市計画が決定できなければ規制も発動できない。 

線引き（市街化調整区域
の立地基準） 

２ 

●バリエーションとして、「特定の目的から、区域を特定し、この区域内の都市計 
 画的な意図と矛盾するような区域外の行為について立地を含む必要な規制内  
 容を設定するもの」 

 ※論理的には、全体に規制を及ぼし、特定のエリアだけ適用除外ないし緩和す 
  るもの（「建築不自由」的）。 

 ※あるエリアに誘導するために、他に規制をするというパターンは、フリンジの土 
  地利用が問題となる局面で議論になってきた（まちづくり三法改正における大 
  規模集客施設については、このパターンに転換（原則と例外の入れ替え））。 

 ※集約型都市構造化を図る上で、特に法制的に議論になると考えられるパター 
  ンであるが、これまでは一般的なものでなく（受益負担関係が片面的）、制度化 
  には詳細な議論が必要。 

※諸外国には、多様なゾーニングシステムがあるが、我が国では、以下のようなも 
 のにほぼ集約される。 

*は参考資料３番号（以下同じ。） 



項  目 説 明 
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○複数のゾーニングを体系的に重ね合わせ、地 
 域の状況に応じたコントロールを実現 

●都市の構造（用途や機能の構成）に応じ、都市計画区域内が均質なものでは  
 なく、即地的な都市計画的意図（都市計画の機能を活用し、都市計画を体系的 
 に決定することにより、広域的から狭域的までわたる何らかの目的を達成しよう 
 という意図）の濃淡が分かれる。 

 ① より都市計画的意図が即地的に明確な「骨格」的な領域：「スケルトン」 

 ② 相対的に意図が即地的に明確でない、可変的で「基質」的な領域：「マトリク  
   ス」（スライド２「Ｂ」タイプのいずれのゾーニングでもＸとなっている場所） 

 （③ さらに都市計画的意図が及ばない「都市計画区域外」） 

 ※ゾーニングだけでなく、都市施設を含めて色分け（「図」と「地」の関係）。 

 ※都市施設が「図」だとすると、土地利用は「地」。土地利用の中でも、骨格的な 
  部分と基質的な部分の濃淡があり、例えば、用途地域内でも一様ではなく、濃 
  淡が分かれる。分野によっては、都市施設と土地利用にわたる体系を成してい 
  る（緑地 *2 と駐車場の例）。 

 

●伝統的には、①「図」が先行し、②「地」への対応の充実が図られてきた。 

 ※例えば、施設中心であった旧法から、土地利用の位置付けが引き上げられた 
  現行法へ。大枠的な用途地域制・都市施設決定から、地区計画による計画の 
  詳細化へ。*3 

 

●なお市街化区域ないし非線引き都市計画区域内に「基質」的な領域が広大に広 
 がっていること（また、都市計画的意図の及ばない領域と隔てられていること）が、 
 我が国の特徴。 

 ※地価にも反映する重要な要素である土地利用規制が強化されることに対する 
  抵抗感、大量な住宅宅地供給の必要性による可変性確保の要請等。 

・ゾーニングと都市の空間構造（計画的意図の
濃淡による。） 



項  目 説 明 
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○今後の土地利用をめぐる問題と対応の方向性 

●今後は、人口減少時代に向かい、また、産業のソフト化に伴う土地利用需要の 
 動向などから、開発・建築圧力が全体としては低減していくことが見込まれ、 
 ① 部分的にはなお強く残存する開発・建築圧力への対応や建築ストックの更新 

に加えて、 
 ② 逆方向の土地利用の変化（ランダムに発生する「跡地」＝非建築的土地利用 
  によるモザイク化、ダウンサイジング（減築等）、放棄） 
 にも正面から向き合っていかなければならない。 

●従来は、全面的な開発・建築圧力（非建築的土地利用から建築的土地利用、低 
 密度な土地利用から高密度な土地利用へ）に起因するものが圧倒的であり、建  
 築行為をコントロールのターゲットとしたゾーニングシステムがこれに対応。 ・典型的な問題の例 

 ①中心部の有効利用が進まないまま、周辺部に市街地が拡散 
  （全般的な低密度化。反「コンパクトシティ」） *4 

 ②異分子（スケール感の異なる建築や、想定外の用途）の混 
  入・混在化による周辺の土地利用との軋轢 *5 

 ③価値ある空地（緑地、農地）の潰廃 *6-8 

 → 都市計画的意図が即地的に明確でない「基質」的領域に多 
  く発生。 

●このような観点から、以下のような措置が重要となるのではないか。 

 イ） 建築的土地利用のコントロールについては、こうした土地利用の方向の変 
  化を踏まえ、メリハリをより強化する方向でのゾーニングの見直しや詳細化 
   （特に、現に「基質」的位置付けとなっているエリアに十分マッチした枠組）。 

 ロ） 効用を発揮する緑地、農地等非建築的土地利用の保全の強化。 

 ハ） 新たな視点として、非建築的土地利用の進出によるモザイク化や、外部不 
  経済性の高い非建築的土地利用に対し、従来のゾーニングシステム（建築中 
  心、受動的）が十分対応できていないことから、非建築的土地利用に焦点を 
  合わせたコントロール手段の強化。*9 
 
●また、共通して、空間質を高め、なるべくサステナブルで全体として安定的な土 
 地利用を目指していく観点から、実効性を高めるためには、以下のような視点  
 が重要ではないか。 

 ニ） モザイク（混在）化、双方向的な変化が起き得る建築的土地利用と非建築 
  的土地利用を、より一体的に扱っていくこと。また、官と民の関係の見直しを 
  含め、都市施設と土地利用をより融合的に扱っていくこと。 

 ホ） スタティックなゾーニングシステム（主としてアクション（改変行為）の段階で 
  受動的に規制）だけでなく、調整（協定、キャップ＆トレード等）や管理・運営段 
  階（マネジメント）を視野に入れた「プラスα」のシステムが付け加えられること。 

・対応の方向性 
（メリハリを強化する方向でのゾーニング見直し） 

（緑地、農地等の保全の強化） 

（外部不経済性の高い非建築的土地利用に対するコントロール
手段の強化） 

（建築的土地利用と非建築的土地利用、都市施設と土地利用
の一体的・融合的取扱い） 

（マネジメントを視野に入れたシステムとの組合せ） 



５ 

項  目 説 明 

建築的土地利用と非建築土地利用のバランスのとれた一体的な土地利用への 
アプローチのイメージ（例） 

１ 「空間のリサイクル」 

○個別的土地利用の変動への対応のアプローチ 
 としての「空間のリサイクル」 

●「空間のリサイクル」は、（現状の土地利用を保全すべきものは保全の努力を 
 払った上で）ランダムに発生する土地利用転換、とりわけ、「跡地」（新たな用途 
 に供する目的で発生するものではなく、現在の土地利用が終結し、後続の土地 
 利用がオープンになるもの）への働きかけをいかに行うか（あるいは行わない 
 か）というアプローチであり、これを積み重ねて、集約型都市構造化を目指そうと 
 いうもの。 

 ※現実の土地利用の改変だけでなく、相続や所有権の移転、利用者の交替を 
  視野に入れることが必要になる可能性もあると考えられる。 

●「跡地」が発生した場合、既に見たようなゾーニングシステムの下で、土地利用 
 計画によってはその後の利用の方向性は与えられない（土地利用計画の限界）。 
 このため、放置すれば、建築的土地利用と非建築的土地利用のモザイク化が進 
 行したり、外部不経済性の高い非建築的土地利用が行われたりするおそれ。 

●これに対し、「空間のリサイクル」は、規制（そもそも対応が困難）ではなく、 
 ① 望ましい土地利用（建築的土地利用と非建築的土地利用があり得る。）が明 
  確である場合には、その方向に安定的に誘導し、 
 ② 望ましい土地利用が必ずしも特定されない場合には、暫定的・流動的なもの 
  も許容しつつ、できる限り、都市計画的に「無関心」な領域を減らしていこう 
 という空間マネジメントの取組と位置付けられる。 



項  目 説 明 
６ 

● これまでも、建築的土地利用、非建築的土地利用を問わず、何らかのリサイク 
 ル（その前提として、リデュース・リユースを含め）の取組は行われてきている。  

 ① 建築的土地利用の例 
  ・中心市街地の空き店舗・空き地の有効利用 *10 
  ・町家再生、コンバージョン *11 
  ・住み替え支援 *12 など 

 ② 非建築的土地利用の例 
  ・郊外住宅地で空き区画の隣家取得 *13 
  ・工場跡地・廃棄物処分場等の公園化 *14 
  ・中心市街地の店舗跡地の暫定的広場利用 *15 など。  

 ※一方、虫食い的空き地空き家の増加や、集積低下による商業機能流出などの 
  問題も、地域によっては広く進行つつある。 
 
●こうした取組を個別的散発的に行うのではなく、社会・産業構造変化に伴う全国 
 共通的施策分野として体系化して明確に位置付け、国としても制度的支援を 
 行っていくことが考えられるのではないか。 
  その際、非建築的土地利用面を重視し、建築的土地利用と併せて一体的に取 
 り扱うことが重要ではないか。 

 ※国家施策として体系的に取り組んだ例として、イギリスのブラウンフィールド 
  対応（産業構造転換によって大量に発生した工場跡地の住宅地等へのリサイ  
  クルを国の都市計画方針で位置付け、土地利用データベースを運営） *16-17、 
  ドイツのシュリンキング・ポリシー（東西ドイツ統合後社会構造変化によって大 
  量に発生した空き集合住宅の減築等） *18 など。  

・「空間のリサイクル」の事例 

・施策の位置付けと体系化 



項  目 説 明 
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○集約型都市構造化に向けた「空間のリサイクル」 
 の取組の方向性 

●市街地のコアになることが期待されるエリアにおいて、遊休地が残存したり、ブ 
 ラウンフィールドのようにリサイクルに多大のコストを要するため放置され有効利 
 用が行われないという状態は、集積の低下により都市機能の維持が困難になり、 
 また、土地利用需要が周辺部により拡散する原因。 
  このため、有効利用（主として建築的土地利用）を働きかけ、集積と都市機能 
 の維持・増進を図る上では、その必要性の強さに応じ、需給のマッチングシステ 
 ﾑや、その後の運営段階に及ぶソフトな分野を含む様々なインセンティブを想定 
 することが必要。 

●一方、それ以外のエリアのうち、自然的環境を維持向上することが望ましいエリ 
 アについては、効用のある非建築的土地利用を誘導（再自然化を含む。） 

 ※このためにも、何らかのインセンティブのあり方も課題。 

●以上の２つのエリアは典型的なものであり、都市計画上の観点から明確になる 
 ものと考えられ、こうしたものをいかに位置付けるかが、都市計画の課題。 
  しかしながら、典型的なものによる二分法にはなじまず、中間的なエリアがグラ 
 デーションのように位置付けられることが想定されるのではないか。 
 
●こうした中間的エリアでは、以下のような対応が考えられるのではないか。 

 ① 現実的な建築的ないし非建築的土地利用を、暫定性を許容しつつ、選択。 
  ※実例としては、郊外住宅地などで、敷地拡大が行われるケースなど。 

 ② 即地的に固定的な線引きではなく、エリア全体として割合的、モザイク的な 
   混在の許容。 

 ③ 市街地のタイプを評価し、これに即して、例えば、集約度、低炭素化等の方 
   向性（ガイドライン）と参照して、誘導。 

・谷口守他「ありふれたまちかど図鑑」技報堂出版2007年 
 都市の居住空間を全国的に網羅的にカバーし、２０～３０ha程度の「まちかど」を対象に、それぞれの特性を居住者の自

動車燃料消費量等の分析に基づき、現実のまちに簡便に当てはめ可能な１３５タイプに分類。コンパクトなまちづくりのガ
イドライン等として活用することを提唱。 
 

（市街地のコア） 

（自然的環境を維持向上するエリア） 

（中間的なエリア（グラデーション）） 



項  目 説 明 
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●「空間のリサイクル」に対応する土地利用計画上の対応としては、以下のような 
 ものが考えられるのではないか。 

 イ）従来の遊休土地転換利用促進地区 *19-20 のように、コアにおける遊休地の 
  有効利用を促す仕組。 
  ※強制は困難と考えられ、また、インセンティブ等有効利用の誘導方策との組 
   合せが求められると考えられる。 

 ロ）上記のように、コアの集積のための取組を前提とし、それと競合し障害とな 
  る可能性のある周囲の土地利用を抑制する仕組。 
  ※スライド２の「Ｃ」のパターンに相当。規制（行為制限）手法だけでなく、ディス 
   インセンティブ（負担）を求める手法もあり得る。 

 ハ）外部不経済性の高い非建築的土地利用について、禁止抑制する仕組。 

・「空間のリサイクル」に対応した土地利用計画 
 上の対応の方向性 

○市街化区域が設定されているエリアの再構成 
 のイメージ 

●こうした「空間のリサイクル」によるアプローチは、例えば、逆線引きといったアプ 
 ローチとは対照的なものになるのではないか。 

 ① 例えば、現に市街化区域であるエリアについて、逆線引きのように負荷をか 
  けて土地利用を誘導する（建築的土地利用の追い出し）やり方は、居住の不安 
  定をもたらし、現実的ではない。 
  ※市街地の縮退に取り組んだ諸外国の事例でも、こうした負荷によって誘導し 
   た事例は見当たらない。 

 ② 市街化区域であるエリアは、これを土台として、空間リサイクル等を通じて、 
  漸進的にメリハリをつけていくことが現実的と考えられる。 
  ※なるべく緑に富んだ住宅地等としていく、というようなイメージ。 
  ※禁止までには至らない経済的な負荷をかけつつ、リサイクルで誘導する、な 
   どの中間的形態も排除されない。 
（→ 以上のような観点から、市街化区域をどう再構成していくか、という具体論については、次回） 

・ジーバーツ（簑原敬監訳）「都市田園計画の展望」学芸出版社2006年 *21 
 伝統的な都市と田園の「間にある都市空間」の質を高めることが現実的な対応であると指摘。 

・横張真「線が引けないまち、引かないまち」都市住宅学60号2008年 *21 
 市街地の外縁、農村との間に都市を支える「ガーデン」空間が存在していたことを指摘し、市街地が縮退した後の空間を
現代のガーデンゾーンと位置付け、都市型の「農」を基調に再生すること等を指摘。 

・市街化区域の再構成のイメージを掲げるマスタープランの例（宇都宮市） *22 

（積極的土地利用の誘導） 

（集積維持・増進の取組の反射的な周辺の土地利用の抑制） 

（外部不経済性の高い非建築的土地利用の抑制） 



項  目 説 明 
９ 

２ 都市施設と土地利用の融合的取組 
－１ 駐車場 

○これまでの取組と最近の状況 ●駐車場については、スライド３のように、都市施設から土地利用（駐車施設の附 
 置義務）にわたる手段を組み合わせて、これまで、もっぱら量的な充足を目指す 
 取組がなされてきた。 
 
●整備の進捗により、量的な問題が軽減される傾向。*23 

 ※これに応じた附置義務の見直しも進展 *24 
 
●立地については、駐車場法の建前は各敷地内での確保であるが、条例で敷地 
 外に一定の条件で駐車施設を確保する場合は適用除外とする規定を設けるな  
 ど、弾力的な運用。*25 

 ※駐車場法に基づく条例を定める１９６地方公共団体中１４６ 
 
●一方、こうした施策の対象となる駐車場・駐車施設とは別に、近年、設置につい 
 て法律上の規制のない小規模な路外平面駐車場が増加。 

 ※駐車場施策との整合が図られにくい状況や、街並みや賑わいの連続性の断 
  絶、景観上の観点から、独自に対応を試みる地方公共団体も現れている。 
  （金沢市 *26、鎌倉市 *27、名古屋市 *28 の事例） 

・量的な充足を目指す取組の進捗に応じた弾力
的な取扱 

・施策対象外の小規模な駐車場の増加 

○今後の対応の方向性 ●今後とも、市街地のコアとなることが期待され集積を維持・増進すべきエリアに 
 ついては、引き続き、自動車交通の円滑な処理の観点から、駐車場施策を展開 
 していく必要があるが、 
 ① 歩行者や自転車交通、公共交通との整合のとれたコア空間の形成の観点 
   から、駐車場・駐車施設の立地について、よりきめ細やかな誘導 
 ② 街並みや賑わい、景観といった価値の重視による、非建築的土地利用であ 
   る小規模駐車場を含めた誘導 
 が行われ得るよう、制度の見直しを検討する必要があるのではないか。 

〔主に市街地中心部における典型的な非建築的土地利用としての、駐車場〕 

（歩行者・自転車・公共交通との整合のとれた集約的・効率的な
立地誘導） 

（街並み・景観等の観点からの誘導） 



項  目 説 明 
１０ 

●具体的には、地方公共団体の条例で以下のような項目が実現できる仕組を検 
 討することとしてはどうか。 
 
 イ）駐車場の確保がエリア内で共同の利益をもたらすことにかんがみ、附置義務 
  については、従来どおり小規模敷地を除く共同の義務という性格を土台としつ 
  つ、上記①②のような観点から、駐車場・駐車施設の量的な充足を前提として 
  効果的・効率的配置が図られる場合には、立地については、各敷地での確保 
  に替え、計画的集約的な配置を誘導し、これを担保できるようにすること。 

 ※従来の条例による弾力化措置は、法律上は各敷地内に設けることをまず求め 
  ていることから、仮に集約的配置が計画上好ましい場合であっても、敷地内に 
  確保される場合には集約的配置に協力することは義務付けられなかった。 

 ※また、敷地外の確保は、任意の契約的措置に委ねられ、当事者の交替等に 
  対する安定性が必ずしも十分に図られていなかった。 

 ロ）上記のような面的な効果的・効率的配置が図られる場合は、これに抵触する 
  駐車場・駐車施設の設置を（小規模なもの及び非建築物を含め）制限すること 
  ができるものとすること。 

 ※非建築物に関しては、事前の設置計画の把握や調整のための手続を設ける  
  必要がある。 

 ※コアにおける空間のリサイクルの一つの場面に相当する。円滑にこの仕組を 
  導入するためには、こうした小規模駐車場が現実の経済的価値を生み出して 
  おり、所有者側で直ちにこれに代わる使途が想定できない場合もあり得ること 
  から、望ましい建築的土地利用等の誘導措置とセットで論じなければならない 
  と考えられる。 

●上記①のような観点は、駐車場・駐車施設問題に閉じた議論ではなく、交通基 
 本法の検討の議論 *29 をも踏まえつつ、道路管理者や交通警察との連携体制 
 が確保されている駐車場整備地区制度を土台とし、市街地のコアとなるエリアに 
 ついて、自動車交通に加え、歩行者、自転車、公共交通、これらの結節点をどの 
 ように計画的に配置調整するかという、都市施設から土地利用にわたる詳細計 
 画レベルの総合的な交通・空間計画に展開することが考えられるのではないか。 

 ※放置自転車対策やバリアフリー法重点整備地区との連携も視野。 

（駐車場法に基づく制度の見直しの方向性） 

（駐車場整備地区制度を土台とした歩行者・自転車・公共交通と
の調整や土地利用にわたる総合的な計画への展望） 



項  目 説 明 
１１ 

２ 都市施設と土地利用の融合的取組 
－２ 緑地保全・創出 

○これまでの取組と最近の状況 ●都市における価値ある緑の空間については、従来から、公的に供給する都市 
 施設から、建築規制等によって民有のまま現状が保全される特別緑地保全地区 
 や、建築敷地内に緑を導入する緑化地域など、「骨格」的なものから「基質」的な 
 領域における建築的土地利用と連動したものまで、都市施設から土地利用まで、 
 系統的な制度の充実と、これによる保全創出が図られてきた。 
 
●今後も、都市の実情に応じ、骨格的な緑地帯として建築的土地利用を計画的に 
 排除し緑地を保全創出すべきエリア、緩やかに低密度化が進行し良好な郊外住 
 宅地等として誘導されるエリア、市街地の低密度化を抑制し都市機能の集積を 
 維持・増進すべきエリア等の構造を明確にしつつ、新市街地開発の今後の需要 
 の動向から見て、建築的土地利用が卓越した後二者のエリアにおいても、緑の 
 空間の量的な維持・拡大や質の維持・向上が課題になると考えられる。 

 ※現状では、吸収源対策の対象は、我が国においては植林・緑化（既存の緑地 
  保全は含まれない。）*30 
 
●市街化区域内など、単純な経済合理性等から開発条件のよいエリアに賦存し 
 ている緑地の潰廃は依然進行している。 
  一方、新たな動きとして、 
 ① 行政側では、緑地の価値や即地的な状況を明示するといったソフトな施策に 
   よって、緑に対する意識を高め、保全活動の活性化につなげている例 
  ※川崎市 *31 など 
 ② 民間側では、企業が開発目的で取得した緑地を、開発需要の変化等から、 
   緑地として維持公開し、社会的貢献や企業イメージの向上に役立てる例 *32 

 も現れてきている。 

・開発条件のよいエリアの緑地の潰廃の進行の
一方、保全に向けての新たな動き 

〔主に周辺部における典型的な非建築的土地利用の一つとしての、緑地〕 



項  目 説 明 
１２ 

○今後の対応の方向性 ●今後、集約型都市構造化や都市の低炭素化を推進する上で、従来からの手法 
 を最大限活用することに加え、 
 ① 建築的土地利用と非建築的土地利用、都市施設から土地利用にわたる一  
  体的な取組、 
 ② 永続的固定的な緑を目指す取組ばかりでなく、暫定的な確保やモザイク的 
  な配置、長期間にわたる取組の再評価、 
 ③ 緑地を保全し良好な状態で管理するために必要なコストの負担をめぐる 
  様々な連携 
 など、多様な手法で実効的に展開できるようにする観点から、更なる制度の充実 
 強化について、検討する必要があるのではないか。 

●具体的には、以下のような項目について検討することとしてはどうか。 
 
 イ）「空間のリサイクル」の一つの場面として見た場合、確定的固定的利用だけ 
  でなく、現実的で暫定的な利用も視野に入れる観点から、未利用地・遊休地の 
  所有者と、市民農園やガーデニング等の場を求める市民との間を仲介し、暫定 
  的な緑地として整備 

 ※具体例としては、例えば、柏市のコミュニティガーデンの検討の事例 *33 
  （市が未利用地等を借地し、市民に貸し付け、暫定的な緑地として活用） 

 ロ）緑化地域制度の活用が実態上困難となっている中心商業地においても活用 
  が可能となる制度の改善及び建ぺい率と連動した緑化率の規制だけでなく、 
  一定のエリア内における非建ぺい地を含む緑被率の誘導が可能となる仕組。 

  ※条例で緑化地域に準じた取組を中心商業地で行っている例として名古屋市 
  の緑化条例 *34。  

 ※誘導を行おうとする場合、一定規模以上の開発・建築等について、計画の事 
  前届出等と調整の手続を設けることが必要。 

 ※緑の配置については、平均的な確保（敷地内）だけでなく、キャップ＆トレード  
  手法のように他の敷地内での相当量の新規緑化や失われるおそれのある緑 
  地の保全を可能とし、エリア全体としての確保を弾力的に目指すことを可能と   
  することが考えられる。  

（建築的土地利用と非建築土地利用、都市施設から土地利用
にわたる多様な取組） 

（市民利用を前提とする暫定的な緑地） 

（緑化地域制度の改善及び更に進んだ緑被率による誘導） 



項  目 説 明 
１３ 

 ※なお、緑地の保全については、特別緑地保全地区制度によって担保すること 
  が考えられるが、キャップ＆トレードの対象については、特別緑地保全地区制 
  度の広汎な活用のネックとなっている買入（財政負担）を当事者の同意により 
  一定期間保留する仕組（承継人にも効力があるものとする。）を検討。 
 
 ハ）現在民有地として利用されている崖線緑地、河川緑地等で、たとえ整備期間 
  が長期に及んでも着実に整備することが望ましい骨格的な公園緑地の計画に 
  ついては、現在の土地利用を否定するのではなく、長期的な展望を持って都市 
  計画公園緑地として整備を進める仕組。 

 ※事業認可の弾力的運用（一筆事業認可等）や、借地方式により、モザイク的に 
  確保した事業地について、暫定緑地として、市民の利用に供する等 

 ※長期未着手都市計画の一領域である。ただし、戦前の緑地が戦後農地解放 
  により実態が失われた東京の緑地 *35-36 など（長期にわたり着実に買収）、用  
  途地域の制限（例えば第一種低層住居専用地域）等から、都市計画法第５３条 
  の制限が実質的に土地利用の著しい支障を与えていないような場合がある。 
  こうしたパターンを、むしろ空間リサイクルの結果再自然化していく場面の一つ 
  と積極的に評価し、位置付けることも考えられる。 

●なお、こうした緑地が建築的土地利用とモザイク状になり、人の目が入りにくい 
 場合には、治安・防犯上不安要素となる可能性があることから、上記のような市 
 民参加による利用への提供など、「無関心」な空間とならないよう、管理の態勢 
 についても配慮する必要があるのではないか。 

（長期的視野にたった都市施設としての整備の再評価） 

（「無関心」空間化の抑止） 



項  目 説 明 
１４ 

●容積率、駐車場附置義務、緑化率（緑被率）は、いずれも面的に環境・交通負 
 荷やその緩和措置について一定の性能や負担を量的にコントロールしようとす 
 るものであり、ゾーニングシステムによって地域内に均一な率が公平に当てはめ 
 られるもの（スライド１の③）。 

 ※それぞれ、敷地ごとではなく、より広い面的なコントロールによって、メリハリを 
  つけることが可能な一種のキャップ＆トレード手法が一部実現し、又は検討さ 
  れている。 
 
●これらは相互に関連し得る（例えば、容積率に連動したり、容積率緩和の環境 
 貢献要素となる等）ものであり、キャップ＆トレードなどの弾力化手法は別々に運 
 営するのではなく、一覧化・一元化していくことが考えられるのではないか。 
 
●この場合、以下のような展開が考えられるのではないか。 
 
 イ）こうした空間のメリハリを実現するための取引や調整について、マッチングを 
  含む一元的な枠組を設け、当事者間の合意を保全すること。 

 ※協定を基調とした土地利用計画の運営の一つのモデルと考えられるほか、エ 
  リアマネジメント組織などの体制整備の目的・対象として有力な仕組となり得る 
  のではないか。 

 ロ）これらに共通の指標等を設定することにより、単なる同種の項目の数量の取 
  引ではなく、多様な手段を位置付け、一元的に実施すること。 

 ※何らかの金額換算によって課金・基金システムを設ける、環境指標によって排 
  出権取引に通ずる環境負荷コントロールを行うなど。 

 ※エリアによって意味の異なる複雑な性格を有する容積率そのものを既得権・ 
  財産権的に扱うのではなく、これと分離した都市計画上のキャップ設定を行うこ 
  とも考えられるのではないか（第４回資料２スライド９（参考）*37）。 

（協定を基調とした土地利用計画の運営のモデル） 

３ 統合キャップ＆トレード 

○キャップ＆トレード手法の一覧化・一元化 

（共通指標の設定による多様な手段の展開） 



集約型都市構造化に向けた市街化区域の再構成 

・高齢者の居住分布（の誘導）が集約型都市構造
化の一つの切り口となると考えられるが、高齢者の
居住の流動は高くないのが現状。 
・一方、高齢者福祉施設の増設が求められている
中、立地への関心は高くなく、かえって地価負担力
の低さゆえに、市街地外部へ拡散する傾向が懸念。 
 
・「生産」「流通」「商業」部門の立地論の近年の著し
い変化。 
 
 
・こうした状況を踏まえつつ、従来からの「業務軸」
「交通軸」や「環境軸」やそれらの変化だけでなく、
「新たな居住・福祉軸」を想定し、コミュニティに応じ
たミクスト・ユースやパブリックスペース（広場）のあ
り方など、計画論を再構築 

○市街化区域が設定されているエリアの今後の空間構造の計画論 

① 集積を維持・増進するコアのあり方 

② これまで都市的土地利用と対立する 
 存在と位置付けられてきた「都市農地」 
 や「都市農業」の位置付けのあり方 

・市街化区域像の変化と都市における安定的土地
利用としての非建築的土地利用の重視 
 
 
 
・都市農地について消極的位置付けではなく、都市
農業の特質に応じ、また、市街化区域の再構成の
方向性に応じ、都市の土地利用として的確に位置
付け。 
 
・一方、持続性継続性の担保として、都市計画制限
による建築規制だけでなく、都市農業の特質に応じ
た農業が継続できる環境が伴うことが必要。 
・都市農業政策と連携した、農地と宅地が混在する
エリアの空間管理や市民参加型の仕組などそのた
めの枠組のあり方 

１５ 
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